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要旨：低強度コンクリートを有する学校校舎の耐震改修として，既存建物の外側に RC フレームを増設する

耐震補強案が挙げられ，増設 RC フレームによって耐震補強の効果を得るためには，既存建物と増設 RC フレ

ームの接合部分が十分な強度を有しているか検証する必要性が生じた。耐震改修案の妥当性を検証するため

に，既存の低強度コンクリートを有する梁と増し打ちされた普通強度コンクリートを有する梁のコンクリー

ト打ち継ぎ部が耐震改修設計において必要とされた強度を有していることを確認するために実建物の一部分

を用いた現場での載荷実験を行い，梁の打ち継ぎ部のひび割れ強度および 大耐力を明らかにした。 

キーワード：耐震改修，低強度コンクリート，梁打ち継ぎ部，直接せん断 

 

1. はじめに 

広島市内にある既存の鉄筋コンクリート（以下，RC）

学校校舎の耐震診断を行う際に，コンクリートコアを抜

き取って圧縮強度試験を行ったところ，日本建築防災協

会の「既存 RC 造耐震診断基準 1)」においてコンクリー

ト強度の下限値とされている 13.5N/mm2を下回る低強度

のコンクリート（以下，低強度コンクリート）が含まれ

ることが判明した。その後，この学校校舎は耐震改修設

計が行なわれ，Y 方向に関しては耐震壁を増設し，X 方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

向に関しては既存建物の外側に RC フレームを増設して，

建物の保有耐力と靭性を増大させる改修案が挙げられた。

耐震改修設計は広島県建築物耐震診断等評価委員会の

「耐震診断・改修のためのガイドライン 2)」に基づいて

行われた。近年，低強度コンクリートを有する RC 建物

の耐震性能に着目した研究報告 3)が行われているものの，

コンクリート強度が上記したガイドラインの適用範囲外

であったため，改修設計の妥当性を実験によって検証す

ることが必要となった。 
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図－1 耐震改修設計が行われた既存 RC 学校校舎（単位:mm） 

(a) 改修前                       (b) 改修後 
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耐震改修前および耐震改修後の RC 学校校舎を図－1に

示す。耐震改修後の建物は，X 方向に関しては低強度コ

ンクリートを含む既存建物と剛強に設計された増設 RC

フレームが一体となって地震力に抵抗することで，建物

全体の耐震性能が確保される。ここで，地震時に建物の

既存躯体部分に作用する力は，各階の梁と床スラブを通

じて増設 RC フレームに伝達されるため，増設 RC フレ

ームによる耐震補強の効果が発揮されるか否かは，これ

らが十分な応力伝達能力を有しているか否かが要となる。

しかしながら，この梁と床スラブは低強度コンクリート

を含む既存躯体部分と，RC フレームの増設に伴う普通

強度コンクリート部分の打ち継ぎ部を有することになり，

強度が大きく異なるコンクリートの接合部において，良

好な応力伝達が行われるかどうか疑問が残された。 

そこで，既存の低強度コンクリート梁と増し打ちする

普通強度コンクリート梁とのコンクリート打ち継ぎ部の

耐力と破壊性状について検討するために，実際に耐震改

修工事が予定された学校校舎の一部分に油圧ジャッキ等

を用いた加力装置を設置して載荷実験を行った。本論で

は，耐震改修の対象となった建物の構造概要と載荷実験

の結果について報告する。 

 

2. 既存建物概要および耐震改修設計における懸案事項 

耐震改修の対象となった建物は，広島市内に建つ地上

3 階（一部 2 階）建て，軒高 11.4m の L 字型平面を持つ

小学校の校舎棟であり，昭和 36 年（昭和 41 年に 2 階部

分を増築）の竣工となっている。写真－1 に建物外観を

示す。建物の構造形式は RC 造であり，X 方向は 7 スパ

ンのラーメン構造，Y 方向は 5 スパンのラーメン構造と

なっている。基礎構造は RC 杭で支持深さは GL-6.0m～

-11.0m となっている。 

耐震診断に先立ち現地調査が行われ，コンクリートコ

ア圧縮強度試験を行ったところ，3 個の圧縮強度の平均

値から標準偏差の 1/2 を差し引いた推定強度は，3 階に

おいて 11.0N/mm2の圧縮強度が確認され，耐震診断の実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施後，主として以下に挙げる耐震改修案が挙げられた。 

(a) Y 方向に関しては，a 通りに耐震壁を増設する。 

(b) X方向に関しては，Z通りにRCフレームを増設する。 

(a)の低強度コンクリートを含む既存躯体の内側に普

通強度の耐震壁を増設する補強に関しては既往の研究
4),5)があるが，(b)の低強度コンクリートを含む既存躯体

の外側に普通強度コンクリートの RC フレームを増設す

る補強に関する研究 6)は少ない。 

耐震改修後の建物の耐震性能を確保するには，X 方向

に関しては既存建物と増設 RC フレームの応力伝達部と

なる床スラブと梁に十分な強度が必要とされる。耐震改

修設計では全応力を床スラブに負担させることが検討さ

れ，増設 RC フレーム各層の耐力 Qi を各層のスパン li で

除した値を既存躯体から増設 RC フレームへの応力伝達

に必要な強度と考えると，3 階では Q3/l3=136kN/m のせ

ん断強度が必要とされた。 

改修工事は A-Z 通り間の既存床スラブを斫り落とし

た後，図－2 に示されるように A 通りの梁を梁幅方向に

増し打ちすると同時に床スラブのコンクリートを新設し

て増設 RC フレームと接合される案が挙げられ，梁増し

打ち部の接合面は，梁の上端では既存のスラブ筋と図－3

に示される接着系あと施工アンカーによって，梁の下端

では接着系あと施工アンカーのみで接合させることとな

った。低強度コンクリートを含まない梁の増し打ちであ

れば，既往の評価式を用いて接合部の強度を評価するこ

とができるが，低強度コンクリートを含む異種強度コン

クリートによって打ち継がれた梁に既往の評価式を用い

て計算される強度を確保できるのか疑問が持たれた。 
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図－2 A 通り接合部断面(単位:mm) 
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3. 実験方法 

梁打ち継ぎ部のせん断強度を現場実験によって把握

することを目的とした載荷実験を計画した。実験は耐震

改修工事に先立ち行い，実験部分は写真－2(a)に示すよ

うに工事が予定された学校校舎 3 階の床スラブの一部分

のコンクリートを実際の改修工事と同様に斫り落とし，

スラブ筋を台直しした後，接着系あと施工アンカー6 本

の固着工事を行い，増し打ち梁の配筋とアンカー筋に対

する割裂防止筋を設置し，型枠を設けた後，写真－2(b)

に示すように増し打ち梁と床スラブのコンクリートを打

設した。梁打ち継ぎ部の断面および配筋状況を図－4 に

示す。コンクリート打ち継ぎ面は実際の改修工事と同様

な状態とするため，床スラブ位置ではコンクリートを斫

り落としたことによって凹凸を有しており，床スラブ下

面位置の梁打ち継ぎ面では目荒らし等の処理を行ってい

ないため平滑となっている。なお，耐震診断実施時にお

けるコンクリートコア抜き試験片では，既存建物のコン

クリート圧縮強度σBは 11.0N/mm2であることが確認され

たが，本実験直前に改めて採取したコンクリートコア抜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

き試験片ではσBは 18.9N/mm2であり，13.5N/mm2を上回

る強度であった。増し打ちした梁および床スラブのコン

クリートも含めコンクリートの材料強度を表－1，梁打ち

継ぎ部における鋼材の材料強度を表－2 に示す。既存部

のコアコンクリートは実験部分近傍の梁より 13 本を採

取した。既存スラブ筋の材料試験片は，床スラブを斫り

落とした際に実験部分近傍のスラブ筋を各 3 本採取した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用箇所 圧縮強度(N/mm2) 備考

既存部(材齢45年) 18.9 コア抜き

新設部(材齢29日) 34.0 新規打設
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写真－2 コンクリート打ち継ぎ部 

(a) コンクリート打設前  (b) コンクリート打設後 

写真－3 載荷状況 

図－5 載荷方法（単位:mm） 

（b）立面図 

（a）平面図 
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鋼板 鋼板 
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ロードセル 

図－4 配筋状況の実測値とひずみゲージ位置(単位:mm)

表－1 コンクリートの材料強度 

表－2 鋼材の材料強度 

降伏強度 引張強度 伸び

（N/mm2) （N/mm2) (%)

D16 アンカー筋 348 501 19.3
13φ 既存スラブ筋 275 407 16.9
 9φ 既存スラブ筋 278 396 18.3
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コンクリート硬化後，写真－3 に示されるように油圧

ジャッキを設置し，既存梁と増し打ち梁のコンクリート

打ち継ぎ部に正負繰返しの直接せん断力を作用させた。 

載荷方法の詳細を図－5 に示す。本実験は梁打ち継ぎ部

のせん断強度を確認することが目的であるため，梁コン

クリート打ち継ぎ部に直接せん断力を作用させる位置に

油圧ジャッキを設置しているが，油圧ジャッキの軸心は

梁コンクリート打ち継ぎ部から 235mm 偏心しているこ

となどから，新設コンクリート部分が回転を生じること

が懸念された。そこで，新設コンクリート部分の面外方

向の移動と回転を抑制するガイドとして，木材と PC 鋼

棒を用いて既存部と新設部の間を緊縮した。剛性の小さ

い木材を用いて固定することで，梁打ち継ぎ部のせん断

強度に大きな影響を与える程の回転拘束力は生じていな

いことを PC 鋼棒に貼り付けたひずみゲージの計測値に

よって確認した。載荷は既存部と新設部との相対水平ず

れ変位を変位制御し，正負繰り返しの漸増載荷を行った。 

変位の計測状況を図－6 に示す。変位の計測は変位計

測用として新設部に埋め込んだボルトを原点にとり，既

存部に固定した変位計測用鋼製治具に取り付けた変位計

の計測値δ1，δ2およびδ3の計測値に基づき，図－6に示す

幾何学的な関係より，下式を用いて既存床スラブに対す

る新設床スラブの相対変位（水平ずれ変位δU，載荷直交

方向変位δV，回転角θ）を算定した。 

ひずみ度の計測位置を図－4 に示す。ひずみゲージを

用いてアンカー筋とスラブ筋のひずみ度を計測した。 

δU ＝δ 1＋(Y1－δV)・θ 

δV ＝(δ 3－X3)・θ＋δ 3＋Y2・θ 2 

θ ＝(δ 1－δ 2)/(Y2－Y1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 実験結果および考察 

4.1 破壊状況 

破壊状況を写真－4に示す。ひび割れ発生および破壊の

進展状況としては，載荷初期振幅時の Q=±150kN の振幅

ではひび割れは生じず，δU を漸増させたδU=0.448mm(Q= 

493kN)において，既存部側コンクリートに初期ひび割れ

を生じた。その後，既存部側コンクリートのひび割れが増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加進展すると共に， 大耐力発生時には梁コンクリート

の打ち継ぎ部に沿った亀裂を生じていることが確認され，

終的には写真－4(b)に示されるように新設部側コンク

リートも若干ひび割れを生じていた。 

4.2 履歴曲線 

 図－7(a)に初期振幅時の Q-δU 関係を示す。図中の QD

（=Q3/l3）は設計せん断力である。載荷初期の微小振幅に

おいて実験値は QDを上回ることが確認された。 

 図－7(b)に初期振幅以降も含めた Q-δU関係を示す。初

期振幅以降はδU を正負に±2.0mm ずつ漸増させることを

予定していたが，計測機器の設定に不備があったため，正

方向に片流れした載荷履歴となっている。正負両方向にお

いて， 大耐力は QDを大きく上回っていることが確認さ

れた。ただし，正方向載荷ではδU=3.88mm で 大耐力に達

した以降は急激に耐力低下を生じている。 

図－7(c)にδV -δU関係を示す。δU =6mm までの漸増振幅

では，δUの漸増に伴い δVも増加しているが，δU =6mm 以

降の振幅では，逆にδV は漸減していることがわかる。こ

れは，既存部と新設部が相対的な水平ずれを生じる時に

コンクリート打ち継ぎ面の凹凸によって目開きを生じる

ことが影響していると思われる。しかしながら，振幅の

漸増と繰り返しに伴い，コンクリート打ち継ぎ面の破壊

が進展し平滑化が進み，δU=6mm 以降の振幅ではδV が漸

減していったものと思われる。 

(1)

(2)

(3)

図－6 変位計測 

写真－4 破壊状況 

(b) 最終破壊状況 

(a) 最大耐力時 
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初期ひび割れ発生時および 大耐力時の強度（expQcr1，

expQu）と水平ずれ変位（expδcr1，expδu）を表－3に示す。初

期ひび割れ強度に関しては expQcr1/QD=3.62， 大耐力に関

しては expQu/QD=8.32 となり，いずれの実験値とも設計せ

ん断力を大きく上回ることが確認された。 

4.3 ひずみ度推移 

それぞれのスラブ筋とアンカー筋に貼り付けた表裏

両面のひずみゲージの平均値εを図－8に示す。ひずみ度

が卓越する位置に違いがあるものの，いずれのスラブ筋

とアンカー筋とも引張降伏しており，コンクリート打ち

継ぎ面における応力伝達に効果があることが確認された。 

 

5. 耐力評価 

本実験の 終的な破壊状況としては，写真－4(b)に示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

されるように既存部分・新設部分共にひび割れを生じて

いるが，本実験では異種強度コンクリートによって接合

された増し打ち梁打ち継ぎ部のせん断強度を確認するこ

とを目的としており，本章では増し打ち梁打ち継ぎ部の

ひび割れ強度および終局耐力について検討する。 

5.1 ひび割れ強度 

 RC 壁のひび割れ強度に関して，無開口壁の初ひび割

れせん断応力度 f sとコンクリート圧縮強度σBの関係に対

する既往の実験に基づいて，RC 規準 7)では下式が示され

ている。 

   Qcr = t・l・f s 

   f s = 1.5/30・σB 

ここに，Qcr は短期許容せん断力，t は壁板の厚さ，l は壁

板のせいである。本論文では，t をコンクリート打ち継

ぎ面の幅，l を長さと読み替え計算した値を増し打ち梁

打ち継ぎ部のひび割れ強度 Q cr2として評価する。 

5.2 終局耐力 

 直接せん断を受ける RC 柱の終局耐力に関して，既存

RC 造耐震改修設計指針 8)では下式が示されている。 

(4)

(5)

表－3 初期ひび割れ発生および最大耐力時の強度と変位

exp Q cr 1

(kN)
exp δ cr 1

(mm)

exp Q u

(kN)
exp δ u

(mm)

Q D

(kN)
exp Q cr 1

Q D

exp Q u

Q D

493 0.448 1132 3.88 136 3.62 8.32
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図－8 ひずみ度推移 
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   Qu= kmin・τ0・b・D 

kmin= 0.34/(0.52 + a/(b・D)) 

τ0=0.98 +0.1σB +0.85σ     (0≦σ ≦0.33σB -2.75) 

τ0=0.22σB +0.49σ     (0.33σB-2.75＜σ ≦0.66σB) 

τ0=0.66σB      (σ = 0.66σB) 

σ =ag/(b・D)・rσy + σ0 

ここに，b と D は柱の幅とせい，a はせん断力が集中的

に作用すると仮定した時の作用点から梁フェイスまで

の距離，agは全主筋の断面積，rσyは主筋の降伏強度，σ0

は柱軸力である。本論文では， b および D をコンクリー

ト打ち継ぎ面の幅およびせい，ag および rσy をスラブ筋

とアンカー筋の断面積と降伏強度と読み替え，a/D=0，

σ0=0 として計算した値を終局耐力 Qu1 として評価する。 

 また，接着系あと施工アンカーのせん断強度に関して，

既存 RC 造耐震改修設計指針では下式が示されている。 

   Qu = min(Qa，Qc) 

Qa= 0.7aσy・aa 

Qc =0.4 BcΕ σ・ ・aa     ( le≧7ad) 
ここに， aσy，aa，ad および le はアンカー筋の降伏強度，

断面積，直径および有効埋込み長さ，EcおよびσBはコン

クリートのヤング係数と圧縮強度である。本論文では，

aσy，aa および ad をアンカー筋とスラブ筋の降伏強度，

断面積および直径と読み替えて計算した値を終局耐力

Qu2として評価する。 

5.3 実験値と計算値の比較 

 表－4 に実験値と計算値の比較を示す。expQcr2 と expQu

は増し打ち梁打ち継ぎ部のひび割れ強度と 大耐力の

実験値である。Qcr2と Qu1の計算値については，t と b を

梁 の せ い (=750mm) と し た 場 合 と 床 ス ラ ブ 厚 さ

(=150mm)とした場合を示した。コンクリート強度σB は

表－1の既存部コンクリートの圧縮強度を用いた。 

 式(4)を用いたひび割れ強度に関しては，t=750mm の

場合は expQcr2/Qcr2=0.80 で危険側の評価，t=150mm の場合

は expQcr2/Qcr2=3.98 で安全側の評価となった。 

式(6)を用いた終局耐力に関しては， t=750mm の場合

は expQu/Qu1=0.65 で危険側の評価，t=120mm の場合は

expQu/Qu1=1.92 で安全側の評価となった。 

式(12)を用いた終局耐力に関しては，expQu/Qu2=2.85 で

安全側の評価となった。 

写真－2(a)に示されるように床スラブ位置ではコン

クリート打ち継ぎ面に凹凸があるが，床スラブ下部位置 

 

 

 

 

 

 

では平滑となっているため，式(4)，式(6)を用いて耐力

評価する場合には，t と b を床スラブ厚さとして評価す

る方が安全に評価できるものと思われる。 

 

6. まとめ 

 本実験によって得られた成果を以下にまとめる。 

1)  初期ひび割れ強度 expQcr1と 大耐力 expQuの実験値は，

設計せん断力 Q Dを大きく上回る。 

2)  増し打ち梁打ち継ぎ部のひび割れ強度 expQcr2は，打

ち継ぎ面の幅 t を床スラブ厚さとして，式(4)を用い

て評価した場合，安全側に評価できる。 

3)  増し打ち梁打ち継ぎ部の 大耐力 expQuは，打ち継ぎ

面の幅 b を床スラブ厚さとして，式(6)を用いて評

価した場合，安全側にできる。 

4)  増し打ち梁打ち継ぎ部の 大耐力 expQu は，式(12)

を用いて評価した場合，安全側に評価できる。 

 ただし，本実験を行った部分の近傍では σB が

18.9N/mm2 であったことも考慮し，低強度コンクリート

を含む建物の耐震改修には十分慎重な対応が望まれる。 
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